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 ところで、全国の労災病院に勤務している看護師が現在感じている不安や不調は夜間勤務

有り群 2,437 名では月経痛・月経過多が 14.6％であり、夜間勤務無し群 1,027 名では 10.7％

であった。また、月経痛・月経過多を含む月経関連症状を訴えていたのは夜間勤務有り群で

は 37.0％であり、夜間勤務無し群では 25.2％と、夜間勤務有り群では月経関連症状が高頻

度に出現していた。さらに、不規則な月経周期を訴えている看護師は夜間勤務有り群では

30.1％であり、夜間勤務無し群の 24.0％と比較して有意に高頻度であった（日本職業・災

害医学会会誌 66:221-226，2018）。また、勤務持続期間とＢＭＩとの間には正の相関関係

があり、夜間勤務有り群での増加率が夜間勤務無し群での増加率よりも有意に高値であった

（日本職業・災害医学会会誌 60:348-352，2012）。このように、夜間の労働が、働く女性

の健康に及ぼす影響は大きいと考える。なお、全国の労災病院に勤務している看護師 3,023

名の２年間にわたる検討では、子宮筋腫や更年期障害が２年間で有意に増加したとの結果を

得ることはできなかった（日本職業・災害医学会会誌 投稿中）。しかし、更年期障害と不

妊症に関する訴えが増え、医療機関を受診する女性の数も増加した。一方、月経痛・月経過

多の訴えは減少したものの、月経痛・月経過多を訴えて医療機関を受診した女性は増加して

いた。ところで、診察を受けたにも関わらず子宮筋腫や子宮内膜症など女性特有の疾患が有

意に増加したとの観察結果を得ることができず、むしろ、診察により特に異常を指摘されな

かった女性の数が増加していた。この２年間に身体的理由でいつもの仕事が少し障害された

と訴えた女性が有意に増加していることからも、２年間の間に言いようのない身体的不調が

次第に増加し、それが更年期障害様症状の増加につながり、また医療機関を受診するとの行

動につながっているのではないかと推測した。つまり、２年間という限られた観察期間では

あるものの、これらの傾向は加齢による変化と考えられ、労働者が受診しやすい環境を構築

することは高齢化を迎える社会にあってはますます重要になると考えられた。 

 なお、労働者健康安全機構が有する病職歴データを用いた過去２０年間の調査では、就労

女性は専業主婦に比較して卵巣の子宮内膜症では早く手術を受けるものの、子宮筋腫・子宮

内膜症ではほぼ同じ時期に手術を受け、子宮頸癌では遅く手術を受ける傾向があることが明

らかとなった（日本職業・災害医学会会誌 64:349-357, 2016）。このことから、月経時だ

けに過多月経や下腹部痛・腰痛などの症状が出現する子宮筋腫や子宮内膜症に対しても、ま

た月経時に限定することなく下腹部痛が持続する卵巣の子宮内膜症に対しても、受診しやす

い職場環境を形成することが有効な対応策になり得ると考える。一方、ほとんど症状が出現

しない子宮頸癌に対しては、(1)子宮頸癌は血液検査では発見されないことを啓蒙し、(2)

子宮頸癌検診を現在の本人の自由意思に委ねている選択制から必須項目に変更し、(3)治療

と就労の両立支援プログラムをさらに発展させることが重要と考えた。 
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